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３．計画に基づき実施する事業（医療分）  
  

事業区分１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

         設備の整備に関する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は 

         病床数の変更に関する事業 

 事業区分２  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４  ：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６  ：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関す

る事業 
 
 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅰ－１地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

医療機能分化連携推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

324,626 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 医療機関、山口県（一部山口県歯科医師会、山口県薬剤師会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

「山口県地域医療構想」の実現に向け、地域における協議を踏まえた

医療機関の自主的な取組を支援し、医療機能の分化・連携を推進する

必要がある。 

 アウトカム指標 医療機能の分化連携による 

・高度急性期・急性期病床の病床数：前年度より減少させる 

・不足する回復期病床の病床数：前年度より増加させる 

事業の内容 地域医療構想調整会議の議論の活性化に向け、体制の充実・強化を図

るとともに、回復期機能の確保や地域における医療機能の集約化・強

化、地域の中核病院とかかりつけ医等との連携体制の構築に向けた

歯科医療機関や薬局との連携等、地域医療構想の実現に向けて必要

な医療機関の機能強化・連携体制整備への支援を実施する。 

アウトプット指標 ・地域医療構想アドバイザーが出席する調整会議の開催：１６回以上 

・補助対象医療機関数：４箇所 

・医科・歯科連携に係る医療機関職員に対する研修会：２回 

・多職種連携に係る薬剤師育成研修会：３回 
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アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想アドバイザーを活用した議論の活性化、連携体制の整

備に係る支援により、地域医療構想の取組を促進し、各地域におい

て、将来必要となる病床機能の確保を図る。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール 

少子高齢化が急速に進む本県における地域医療構想の実現に向けて

は、一般歯科診療所への通院が困難な障害者及び要介護患者に対し、

急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域にお

いて総合的に確保するため、多職種連携体制の構築が必要となる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

324，626 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

101,733 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

107,650 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

53,826 

民 (千円) 

5,917 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

161,476 

うち受託事業等 

（再掲） 

(千円) 

4,046 

その他（Ｃ） (千円) 

163,150 

備考  
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事業の区分 Ⅰ－１地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備

に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

周産期医療体制総合対策事業 

（院内助産所・助産師外来整備支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,509 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

周産期医療における機能分化・役割分担を推進し、産科医がハイリス

ク患者の治療等に専念できる環境を整備するため、正常妊娠・正常分

娩について医師との連携のもと自己の責任と判断で独自に取り扱う

ことができる助産師の活用が必要 

 アウトカム指標 周産期死亡率の減少 4.0‰(R4) → 3.9‰(R5) 

事業の内容 分娩を取り扱う施設の減少、分娩を取り扱う医師の減少が進んでい

る中、地域における分娩の場の確保や産科医師の負担軽減を図るた

め、産科を有する病院・診療所における院内助産所・助産師外来の

整備を促進するために必要な経費を支援する。 

【実施内容】 

・院内助産所・助産師外来の整備に係る施設・設備整備費の支援 

アウトプット指標 ・院内助産所・助産師外来の開設又は強化補助施設数：2箇所(R5) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

院内助産所・助産師外来の開設又は強化補助施設数を増加させ、周産

期医療における機能分化・役割分担を推進することで、産科医がハイ

リスク患者の治療等に専念できる環境が整備され、周産期死亡率の

減少につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,509 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,282 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

 1,141 

民 (千円) 

2,282 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,423 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

5,086 

備考  
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事業の区分 Ⅰ－２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に

関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

医療機能分化連携推進事業 

（病床機能再編支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

385,776千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

「山口県地域医療構想」の実現に向け、地域における協議を踏まえた

医療機関の自主的な取組を支援し、質の高い効率的な医療提供体制を

構築するための病床機能の再編を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 令和５年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病

床数 

・急性期病床   419 床→312床（▲107床） 

・回復期病床   127 床→182床（55床） 

・慢性期病床   633 床→424床（▲209床） 

事業の内容 地域医療構想調整会議及び医療審議会での議論を踏まえ、地域医療

構想の実現に必要と認められる、医療機関の自主的な病床削減や病

院の統合による病床削減等の取組を支援する。 

アウトプット指標 対象となる医療機関数 ７医療機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域医療構想の実現に必要と認められる医療機関の自主的な病床削

減等の取組を支援することで、地域医療構想の取組を促進し、効率的

で質の高い医療提供体制の構築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

385,776 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

114,912 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

385,776 
民 (千円) 

270,864 
その他（Ｂ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
看護職員資質向上推進事業 

（訪問看護の促進、人材確保等） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

135,754千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県看護協会委託）、医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・在宅医療ニーズの増加等により、訪問看護師の需要が増大すること

から訪問看護師の更なる確保及び質の向上が必要 

・高度化・多様化する医療ニーズに対応するため、特定行為研修を修

了した看護師の育成が必要 

 アウトカム指標 ・訪問看護師数 849 人(R4) ⇒ 890人(R5) 

・人口 10万人当たり看護職員数 1908.5人(R4)⇒1918.2人(R5) 

・特定行為研修を修了した看護師数 91人（R4）⇒115人（R5） 

事業の内容 訪問看護の経験に応じた研修開催とともに、地域における訪問看護

の課題等を協議し、安心安全な訪問看護の提供を図る。 

地域の医療提供体制の充実を図るためには、看護師の資質の向上が

不可欠であることから、特定行為を行う看護師の育成を支援し、看

護サービスの質の向上を図るとともに、看護師の確保・育成を促進

する。 

【実施内容】 

・初任者、中堅、管理者など経験・職位に応じた研修等の開催 

・特定行為研修へ看護師を派遣する病院への研修費用の助成 

アウトプット指標 ・訪問看護師初任者研修の受講者数 20人（R5） 

・助成により特定行為研修に参加した看護師数 12人（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

訪問看護師等に対する研修の充実により、訪問看護師を含む看護職
員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

135,754 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

13,149 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

19,258 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,629 

民 (千円) 

6,109 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

28,887 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

4,029 

その他（Ｃ） (千円) 

106,867 

備考  

 



26 

 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

健口スマイル推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,132 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県歯科医師会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化が急速に進む本県において、急性期から回復期、在宅医療

に至るまで、一連のサービスを地域において総合的に確保するため、

在宅歯科医療提供に向けた多職種連携体制の構築が必要。 

 アウトカム指標 在宅訪問歯科診療協力歯科診療所数： 323箇所(R4)→331箇所(R5) 

訪問口腔衛生指導を実施している診療所・病院数： 

81箇所(R2)→85箇所(R5) 

事業の内容 日常生活圏域単位での在宅歯科医療提供にむけた多職種連携強化を

図る。また、在宅で療養する難病や認知症等の疾患を有する者に対

する歯科保健医療を実施するため、歯科医師、歯科衛生士等を対象

とした、当該疾患に対する知識や歯科治療技術等の研修の実施に必

要な経費の支援を行う。 

【実施内容】 

〇多職種連携推進協議会の開催 

〇在宅高齢者等の口腔機能に関する研修会の開催 

〇地域住民に対する普及啓発 等 

アウトプット指標 多職種連携推進協議会の開催回数：２回 

在宅高齢者等の口腔機能口腔機能に関する研修会の開催回数：２回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

協議会や研修会を通じ人材育成を行うことで、県内全域での急性期

から回復期、在宅医療に至るまで、途切れ目のない在宅歯科医療提供

体制の構築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

11,132 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

7,421 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,711 

民 (千円) 

7,421 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,132 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

7,421 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考  
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

薬学的な健康サポート推進事業 

（適切な在宅医療への支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,884 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県薬剤師会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県では全国より 10 年早く高齢化が進行しており、2025年以降、

在宅医療の需要が増大していくと見込まれている。 

このため、医療機関等と連携した服薬指導や服薬アドヒアランス

の向上など、在宅医療における薬剤師の積極的な対応が求められて

いる。（在宅必要量 7,221（R2）） 

このような状況の中、薬剤師は、居宅訪問を実施するとともに、必

要に応じ住民の身近な場所においても積極的に健康相談（健康維持、

疾病の予防、重症化予防、体調不良 等）を受け、県民への適切な医

療提供に繋げる必要がある。 

 アウトカム指標 多職種が参加する会議に参加して、居宅等の医療支援した薬局数:197（R4）→ 198（R5） 

事業の内容 薬剤師が、薬局・居宅に加え、地域の身近な場所において、薬学的

な知識を持って、健康サポート、疾病予防、重症化予防を行い、また、

必要な人に早期に受診勧奨を行う環境を整備することで、居宅等に

おける医療の提供を充実させる。 

【実施内容】 

・山口県健康エキスパート薬剤師登録制度 

在宅に精通し、病気の予防や、必要な人に適切に早期に受診勧奨

を行う、総合的に保健・医療提供体制を担える人を確保 

・薬と健康相談キャンペーンの実施 

７～10月に対面で健康サポートを実施するキャンペーンを展開 

アウトプット指標 山口県健康エキスパート薬剤師数 400人（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

山口県健康エキスパート薬剤師が増加し、地域の中で薬剤師の活動

が増え、その結果、薬局と多職種の連携が増加し、居宅等の医療の提

供が充実する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 4,884(千円)  基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0千円 

基 

金 

国（Ａ） 3,256(千円)  民 3,256(千円) 

都道府県（Ｂ） 1,628(千円)  
うち受託事業等

（再掲） 

3,237(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 4,884(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円)  

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

若手医師確保総合対策事業 

（医師修学資金貸付事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

42,858千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・令和２年の人口 10 万対医師数は、医育機関のある圏域では全国平

均 256.6 人を大きく超えるが、それ以外のほとんどの地域では全

国平均を下回っている。特に山陰側の長門圏域では 172.2 人であ

り、地域偏在が顕著。 

・35 歳未満の若手医師が、令和２年は平成 10 年の 74.2％となって

おり、引き続き若手医師の確保・育成が課題となっている。 

 アウトカム指標 35歳未満の若手医師数の割合：14.5%(R2.12) → 増加させる 

事業の内容 将来、県内の公的医療機関等で診療に従事しようとする医学生に修

学資金の貸付けを行う。 

【実施内容】 

 ・医学部定員増に係る入学枠の医学生への貸付け 

 ・特定診療科（小児科、産婦人科等）で診療に従事しようとする医

学生への貸付け 

アウトプット指標 貸付け人数の増加： 262人(R4) → 287人(R5) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

貸付け人数の増加により、勤務を開始する若手医師（貸付者）の増加

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

42,858 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

28,572 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

28,572 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

14,286 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

42,858 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

若手医師確保総合対策事業 

（地域医療支援センター運営事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

45,147 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・令和２年の人口 10 万対医師数は、医育機関のある圏域では全国平

均 256.6 人を大きく超えるが、それ以外のほとんどの地域では全

国平均を下回っている。特に山陰側の長門圏域では 172.2 人であ

り、地域偏在が顕著。 

・35 歳未満の若手医師が、令和２年は平成 10 年の 74.2％となって

おり、引き続き若手医師の確保・育成が課題となっている。 

 アウトカム指標 35歳未満の若手医師数の割合：14.5%(R2.12) → 増加させる 

事業の内容 県内の医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と

医師不足病院の医師確保支援等を一体的に行う「地域医療支援セン

ター」を設置・運営することにより、本県の医師不足解消を図る。 

【実施内容】  

・地域医療支援センター専従職員の人件費補助 

・医師不足病院支援と医師のキャリア形成支援 等 

アウトプット指標 ・貸付けを受けた医学生の勤務開始数 121 人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

勤務開始者について、地域医療支援センターを通じた医師派遣・あっ

せんを行うことにより、県内で勤務する若手医師の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

45,147 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

25,292 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

25,292 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,647 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

37,939 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

7,208 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

若手医師確保総合対策事業（医師臨床研修等推進

事業・専攻医等確保対策強化事業・医業承継支援

事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

26,039千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

新臨床研修制度開始以降、若手医師の県外流出が進んでおり、現在、山口

大学出身者のうち約２分の１が県外で臨床研修を行い、県内で臨床研修を

行った医師のうち約４割が県外の病院に就職している。 

また、本県における、病院・診療所の数は、平成 11 年と令和３年を比較す

ると、106施設減少している。 

 アウトカム指標 ・臨床研修マッチング数 97 人（R4）を増加させる。 

・臨床研修後の県内就職率 57.9%（R3)を増加させる。   

・本県専門研修プログラムの専攻医 55人(R4)を増加させる。 

事業の内容 主に県医師会を中心に、次の事業を行う。①臨床研修・専門研修合同説明

会の開催②ガイドブック作成③病院現地見学会④臨床研修病院合同説明

会への参加⑤臨床研修医合同研修会の開催⑥指導医・後期研修医等国内外

研修助成⑦国内外からの指導医招へい⑧県臨床研修推進センター負担金

⑨医業承継支援事業金 

アウトプット指標 臨床研修医合同研修会に参加した研修医の数 90 人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

県内臨床研修・専門研修の魅力を県内外にＰＲするとともに、臨床研修体

制の強化・充実を図ることで、山口県で臨床研修・専門研修を開始する医

師の増加につながる。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

26,039 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

13,026 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,513 

民 (千円) 

13,026 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,539 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

11,693 

その他（Ｃ） (千円) 

6,500 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

地域医療を支える医師確保促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

99,615千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

県内のへき地医療機関は慢性的に医師不足であり、自治医科大卒業医師の

派遣に頼るところが大きい。しかし、自治医科大卒業医師の派遣可能人数

にも限りがあり、ニーズに応えきれていない状況。 

 アウトカム指標 医師少数区域における人口 10万人当たり医師数を増加させる。 

現状値(R2.12) 目標値 

岩国 220.5  柳井 204.5 

周南 209.7  山口防府 232.2 

下関 265.8 宇部小野田 401.8 

長門 175.8  萩 186.8 

岩国…維持  柳井…増加 

周南…維持  山口防府…維持 

下関…維持  宇部小野田…維持 

長門…増加  萩…増加 

  
 

事業の内容 拠点となる病院において医師を確保し、周辺部にある病院を支援する医師

の派遣機能を構築するとともに、県外から医療人材を確保し、地域の医療

提供体制の充実を図る。具体的には、①医師人材紹介会社を活用した拠点

となる病院への医師斡旋活動、②拠点となる病院から医師少数区域等へ派

遣する場合の人件費補助、③医療人材総合相談窓口の設置、を行う。 

アウトプット指標 本事業により採用した医師数（累計）： ７人(R5 年度末) 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

本事業で採用した医師の県内での勤務開始により、人口 10 万人当たり医

師数の増加を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

99,615 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,843 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

11,560 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,780 

民 (千円) 

9,717 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,340 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

1,467 

その他（Ｃ） (千円) 

82,275 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

へき地医療総合対策事業 

（へき地医療人材養成・定着促進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,542 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

へき地医療機関からの自治医大卒業医師派遣希望は、派遣可能人数

の２倍となっているなど、県内へき地は医師不足の状況であり、特に

ニーズの高い総合診療に従事する医師確保に対応する必要がある。 

 アウトカム指標 総合診療（家庭医療）研修後にへき地医療やへき地医療支援に従事す

る医師：１１人（R5.3）→増加させる（R6.3） 

事業の内容 地域医療（特にへき地医療）において貴重な役割が期待できる「総合

診療（家庭医療）専門医」の養成を支援するとともに、総合診療専門

医取得後の医師を対象とした「フェローコース」を設置する医療機関

を支援し県内定着を促進する。 

【実施内容】 

 ・過疎地域病院等における総合診療指導経費の補助 等 

 ・フェローコース設置医療機関における指導経費の補助 等 

アウトプット指標 本事業により総合診療（家庭医療）研修を行う専攻医の人数（累計）： 

１９人（R4年度）→２２人（R5年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業により総合診療（家庭医療）研修を行う専攻医並びに専門医取

得後の医師を確保し、へき地医療に従事する医師を増やす。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,542 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

2,847 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,847 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,424 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,271 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

4,271 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

へき地医療総合対策事業 

（ドクタープール事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

243 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内のへき地医療機関は慢性的に医師不足であり、自治医科大卒業

医師の派遣に頼るとことが大きい。しかし、自治医科大卒業医師の派

遣可能人数にも限りがあり、ニーズに応えきれていない状況。 

 アウトカム指標 医師少数区域における人口 10万人当たり医師数を増加させる。 

現状値(R2.12) 目標値 

岩国 220.5  柳井 204.5 

周南 209.7  山口防府 232.2 

下関 265.8 宇部小野田 401.8 

長門 175.8  萩 186.8 

岩国…維持  柳井…増加 

周南…維持  山口防府…維持 

下関…維持  宇部小野田…維持 

長門…増加  萩…増加 

  
 

事業の内容 へき地等での診療従事を希望する県外医師等の短期研修を実施 

【実施内容】 

・県外医師等を県職員として採用の上、医師確保が困難な公的医療

機関等に派遣するに当たり、事前研修を実施 

アウトプット指標 本事業により採用した医師数（累計）： ３人(R5年度末) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本事業で採用した医師の県内での勤務開始により、人口 10万人当た

り医師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

243 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

162 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

162 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

81 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

243 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

医師就業環境整備総合対策事業 

（産科医・新生児医療担当医等の確保・育成） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

90,780 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

産科医・小児科医は、過酷な勤務状況から、志望者が少ない。山口県

においては、平成 10年に 141人だった産婦人科医が、令和２年には

119 人まで落ち込み、小児人口 10 万対小児科医師数が宇部・小野田

地域以外全国平均を下回るなど、産科医等の確保・育成が課題となっ

ている。 

 アウトカム指標 ・山口県の産婦人科医師数 119人(R2)を維持 

・小児人口１０万人当たり小児科医師数 119.0 (R2.12)を増加させる 

事業の内容 ・産科医等の処遇改善を図るため、分娩手当を支給する分娩取扱医療

機関への補助を行う。 

・臨床研修終了後の専門研修で産科を選択する者の処遇改善を図る

ため、研修医手当を支給する医療機関への補助を行う。 

・新生児医療担当医の処遇改善を図るため、出生後ＮＩＣＵへ入室す

る新生児担当医へ手当を支給する医療機関への補助を行う。 

アウトプット指標 ・分娩手当        支給施設数：27 

・研修医手当       支給施設数：１ 

・新生児医療担当医手当  支給施設数：３ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

産科医等の処遇改善に取り組む施設を支援することで、産科医・小児

科医の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

90,780 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

14,765 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

20,174 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,087 

民 (千円) 

5,409 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

30,261 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

60,519 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

周産期医療体制総合対策事業 

（助産実践能力向上事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,309 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県看護協会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・限られた人的資源でよりよい周産期医療を提供するためには助産

師が専門性を十分に発揮することが必要。 

・平成 27年８月より助産実践能力が一定の水準に達していることを

認証する制度が始まった。 

 アウトカム指標 アドバンス助産師の認証者数 107人(R4)→108人(R5) 

事業の内容 自立して助産ケアを提供できるアドバンス助産師を育成することに

より、周産期医療体制の充実強化を図るため、新人期から中堅期にお

ける助産実践能力の向上に必要な研修会を開催。 

【実施内容】 

・新人助産師研修会の実施（５日程度） 

対象：当該年度に新規採用される助産師 

・中堅助産師研修会の実施（５日程度） 

対象：クリニカルラダーレベルⅠ～Ⅲに該当する者 

・実践研修の実施（２か月程度） 

対象：クリニカルラダーレベルⅢの認証を目指す看護師 

アウトプット指標 研修の受講者数 新人 20人、中堅 20人、実践１人（R5） 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

助産師として必要な知識技術を習得する研修の参加者を増加させる

ことにより、助産実践能力の高い助産師数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,309 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

1,539 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

770 

民 (千円) 

1,539 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,309 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

1,539 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

がん医療体制整備事業 

（がん医療人材育成事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

386 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 医療機関（がん診療連携拠点病院等） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

国の整備指針においては、平成 26年以降、診療従事者の措定要件、

とりわけ放射線や薬物療法、病理診断、緩和ケア等に携わる医師の配

置要件が厳格化され、がん診療連携拠点病院等については、専門の資

格取得を求められている。 

このことから、がん治療に係る新規資格取得を目指す医師や放射線

技師を支援することにより、県内がん医療水準の更なる向上を図る。 

 アウトカム指標 ・がんによる死亡者(年齢調整死亡率(75歳未満))の減少   
68.8％（R3） → 減少させる（R5） 

・がん専門医数（学会資格医）：17人(R4) → 増加させる(R5) 

・がん専門の放射線技師数：39人(R4) → 増加させる（R5） 

事業の内容 がん診療連携拠点病院等のがん医療の質の向上に向けて、がん専門
医や放射線技師の育成を推進する。 

【実施内容】 
 ・がん治療等に係る各学会が認定する専門医等の資格取得を目指

す医師や放射線技師に対し、その資格審査に必要な経費（学会資
格取得に係る旅費、受験料）の一部支援 

  ※支援対象：がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院等 

アウトプット指標 補助対象施設数：１か所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

がん専門医や専門の放射線技師を増加させることにより、がん診療

連携拠点病院等における質の高いがん医療提供体制の確保を図り、

がん死亡者の減少につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

386 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

128 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

128 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

65 

民 (千円)  

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

193 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ）  (千円) 

193 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

医師就業環境整備総合対策事業 

（女性医師等の離職防止・再就業支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,830千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医学生や若手医師において女性の比率は伸びており、女性医師の離

職防止、育児休暇後・離職後等の復職・再就業支援、復職後の常勤化

を図るため、今後ますます仕事と家庭の両立ができる働きやすい職

場環境を整備する必要がある。 

 アウトカム指標 ・人口１０万人当たり女性医師数 46.2人(R2.12)を増加させる。 

・女性医師の復職件数（累計）  

令和４年度の実績件数から４件増加させる。 

事業の内容 ・女性医師保育相談員・女性医師コーディネーター（相談窓口）の
設置 

・女性医師等の復職研修や、仕事と家庭の両立ができる職場環境整
備を行う医療機関に対する補助 

アウトプット指標 ・保育相談員相談件数（累計）： 

令和４年度の実績件数から 16件増加させる 
・コーディネーター相談件数（累計）： 
令和４年度の実績件数から 61件増加させる 

・取組を行った病院数（累計）：11病院 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

女性医師の仕事と家庭の両立支援やキャリアアップに関する相談体

制の充実、医療機関における仕事と家庭の両立ができる働きやすい

職場環境の整備を行い、女性医師の離職防止や再就業を促進するこ

とにより、人口１０万人当たり女性医師数の増加、女性医師の復職支

援を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,830 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

4,610 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,610 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,305 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,915 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

2,915 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

地域歯科保健医療連携推進事業（歯科衛生士復

職支援強化事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

814 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県歯科医師会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化が急速に進む本県において、在宅歯科医療等に対する歯

科衛生士のニーズは増加している一方で、県内歯科衛生士就業者数

は増加しているものの、増加率は減少傾向である。歯科衛生士の安定

した確保・育成のため、実態の把握とともに、その結果を踏まえた就

業定着にむけた対策が必要。 

 アウトカム指標 就業歯科衛生士数 1,651人（R4.12）→1,710 人（R6.12） 

事業の内容 歯科衛生士を確保するため、出産・育児等の一定期間の離職により

再就職に不安を抱える歯科衛生士に対する必要な相談、研修等を行

うための経費に対する支援を行う。 

【実施内容】 

〇研修会の実施 

〇相談会の実施 

〇復職支援情報の発信 

アウトプット指標 ・研修会の実施：2回 

・相談会の実施：3回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修会等を開催することで、歯科臨床の現場を離れている歯科衛生

士の復職しやすい環境を整備し、県内の就業歯科衛生士数の増加を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

814 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

542 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

272 

民 (千円) 

542 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

814 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

542 

その他（Ｃ） (千円) 

0  
備考  

 

 

 



39 

 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,500 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県看護協会委託）、医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高度化・多様化する医療ニーズに対応するための人材確保・資質の向上 

・教育体制の整備充実が必要 

・県独自調査によると、新卒看護職員が実際に実習を行った病院への就業

率が高い傾向があることから、県内実習病院における実習環境の整備や

実習指導の充実を図ることが必要（新卒の県内就業率：67.8％(R4.3)） 

 アウトカム指標 ・人口 10万人当たりの看護職員数 1908.5 人(R4)⇒1918.2 人(R5) 

・認定看護師養成研修を修了した看護師数 298人（R4）⇒313人(R5) 

・看護教員養成講習会未受講者の解消 39人（R4）⇒35人(R5) 

事業の内容 〇県内実習病院の臨床実習体制の充実・強化に係る取組支援 

 ・実習指導者養成講習会の開催（４か月 180時間） 

 ・実習指導者と看護教員の相互研修会の開催（３日程度） 

 ・実習指導アドバイザー派遣の実施（３件程度） 

〇認定看護師養成研修に看護師を派遣する病院への研修費の助成 

〇専任教員養成講習会に看護師を派遣する施設への研修費用の助成 

アウトプット指標 ・実習指導者養成講習会の受講者数 30人（R5） 

・助成により認定看護師養成研修に参加した看護師数 15人（R5） 

・助成により専任教員養成講習会に参加した看護師数 ４人（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修参加者数やアドバイザー派遣件数を維持し、臨地実習体制を充実・強

化させることにより、実習病院への就業率を高め、看護職員の確保を図る。 

認定看護師養成研修や専任教員養成講習会へ看護師を派遣する施設を支援

することにより、県内全域における認定看護師の配置や看護教員の確保・

質の向上を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,500 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

2,800 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

6,763 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,382 

民 (千円) 

3,963 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,145 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

2,526 

その他（Ｃ） (千円) 

6,355 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

看護師等養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

245,760千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県、県内の看護師等養成所 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・新卒看護職員の県内就業率は 64.8％(R5.3） 

・200 床以上の病院に比べ 200 床未満の中小病院では看護職員の採用率が

低く、看護職員の確保が困難な状況 

・県内就業率の維持・上昇のためには看護学生の養成機関の運営の安定化

が必要 

・少子高齢化や医療・看護提供の場の多様化に伴い、看護職員の需要と役

割は今後さらに増大することから、看護職員の更なる確保が必要 

 アウトカム指標 人口 10万人当たりの看護職員数 1908.5人(R4)⇒1918.2(R5) 

事業の内容 医療の高度化及び専門化に対応可能な質の高い看護職員を養成確保するこ

とを目的に、看護師等養成所に対して運営費の補助を行う。 

また、保健師、助産師、看護師及び准看護師になるための養成施設に在学

する者で、資格取得後、山口県内の診療施設等において、看護業務に従事

しようとする者に対し、修学資金を貸し付ける。（卒業後、県内の 200床未

満の病院で５年以上就業した場合は貸付金の返還を免除） 

【実施内容】 

・自治体立及び学校教育法に規定する学校以外の看護師等養成所に対する

運営費補助 

・資格取得後に、県内診療施設で看護業務に従事しようとする看護師等養

成施設学生への貸付 

アウトプット指標 看護師等養成所の補助施設数 10施設（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の運営が安定することで、一定数の看護学生卒業生を継続

して確保する。また、県内施設での従事を条件とする修学資金の貸与によ

り、学生にとって経済的に安定した看護教育環境を整える。 

こうした取組により、質の高い一定数の新卒看護職員の県内就業、特に県

内の中小病院における看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

245,760 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

55,717 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

163,840 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

81,920 

民 (千円) 

108,123 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

245,760 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

看護職員県内定着促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,600千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・新卒看護職員の県内就業率は64.8％(R5.3） 

・県内の看護系大学の入学定員の充足率は87.7％(R5.4)と高い水準にある

が、卒業時の県内就業率は51.8％(R5.3)と低い傾向 

・200床以上の病院に比べ200床未満の中小病院では看護職員の充足率が低

く、看護職員の確保が困難な状況 

・少子高齢化や医療・看護提供の場の多様化に伴い、看護職員の需要と役

割は今後さらに増大することから、看護職員の更なる確保が必要 

 アウトカム指標 人口 10万人当たりの看護職員数 1908.5人(R4)⇒1918.2(R5) 

事業の内容 県内看護職員の更なる確保・定着を図るため、中小病院等への就業や県外

看護学生等のＵターンを支援する。 

【実施内容】 

・200床未満の中小病院等が、看護職員を採用し常勤雇用する際に支給す

る就職支度金の一部を補助 

・県外看護学生等が200床未満の中小病院等に就職し、５年間継続して看

護業務に従事した場合、奨学金返還額の一部を補助 

アウトプット指標 就職支度金の補助施設数 ２施設（R5） 

奨学金返還額の補助者数 ３人（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

中小病院等で一定期間従事することを条件とする補助制度を実施すること

により、看護職員の確保・定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,600 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

480 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,773 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,387 

民 (千円) 

2,293 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,160 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

3,440 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

看護職員確保促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,714千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（一部山口県看護協会、民間業者委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子高齢化や医療・看護提供の場の多様化に伴い、看護職員の需要と

役割は今後さらに増大することから、看護職員の更なる確保が必要 

 アウトカム指標 人口 10万人当たりの看護職員数 1908.5人(R4)⇒1918.2(R5) 

事業の内容 ・看護職員の確保を図るため、公共職業安定所、医療機関等との連

携の下潜在看護職員の就業支援等を総合的に実施する。 

・看護職・県内医療機関等の魅力や情報を発信することで、看護職

員の県内定着と次世代看護職員の掘り起こしを図る。 

【実施内容】 

 ○ナースセンターにおける就業支援 

（就業支援サポーター・再就業コーディネーターによる対応等） 

 ○中小病院等を対象とした再就業支援相談会の開催 

 ○ホームページ・メールマガジンを活用した情報発信 

 ○中高生等、若年層を対象とした普及啓発（１日ナース体験等） 

アウトプット指標 ・離職者等の届け出数 300人（R5） 

・再就業支援相談会事業による再就業者 10 人（R5） 

・ナースネットホームページ年間アクセス数 40,000件（R5） 

・看護の魅力発見（１日ナース体験等）の参加者数 500人（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

潜在看護職員等の就業支援、看護職・県内医療機関等の魅力発信によ

り、看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,714 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

88 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,476 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,238 

民 (千円) 

8,388 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,714 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

8,388 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

  



43 

 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

感染管理体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,680 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下関

地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県立大学、山口県看護協会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

昨今の新型コロナウイルス感染症の爆発的な感染拡大に伴い、県内

でも複数の医療機関、高齢者介護施設等でクラスターが発生する等

感染対策の脆弱性が表面化し、今後起こり得る新興感染症の感染拡

大に備え、さらなる体制の強化が必要。 

 アウトカム指標 ・感染管理認定看護師数 68人（R4）⇒83人（R5） 

・感染管理認定看護師配置病院 36施設（R4）⇒40施設（R5） 

事業の内容 ○県内で感染管理認定看護師を養成 

 ・山口県立大学で感染管理認定看護師養成課程を開講 

・養成研修派遣に係る経費を補助 

○感染管理認定看護師による施設等への訪問指導 

○看護師等職員向けの感染管理研修の開催 

アウトプット指標 ・県内感染管理認定看護師の養成者数 15人（R5） 

・訪問指導を実施した施設数 30施設（R5） 

・感染管理研修受講者数 延 300人（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県内で感染管理の要となる認定看護師を養成し、施設等への訪問指

導や研修等の実施により県全体の感染管理体制の強化を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,680 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 6,384 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

9,503 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,752 

民 (千円) 

3,119 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

14,255 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

1,545 

その他（Ｃ） (千円) 

4,425 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 

歯と口腔の健康づくり推進事業 

（歯科疾患対策機器整備補助） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,071 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（山口県歯科医師会委託） 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

臨床の場に十分対応し得る能力を備えた歯科衛生士を養成する上

で、現状に応じた教育が必要である。近年の歯科医学は日進月歩の発

展を続けており、臨床の場に十分対応し得る能力を備えた歯科衛生

士を養成する上で、時代に即した教育が可能な設備の充実を図るこ

とは必要不可欠である。 

 アウトカム指標 専門的技術と知識を習得した歯科衛生士養成所卒業者の県内就職率 

R3～R5年度の平均が 80%以上 

事業の内容 歯科衛生士養成所に実習用歯科診療機器（歯科疾患対策機器）を整

備し、県内の歯科保健医療を担う歯科衛生士の資質向上を図る。 

 

アウトプット指標 歯科医学等の専門的技術と知識を備えた歯科衛生士の県内就職割 

合：卒業生の 80％以上 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

歯科衛生士養成所に実習用歯科診療機器（歯科疾患対策機器）を整備

し、教育内容の充実、質の高い歯科医療を提供できる歯科衛生士を育

成することで、専門的技術と知識を習得した県内の就業歯科衛生士

数の増加を図る。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,071 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

238 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

119 

民 (千円) 

238 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

357 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

714  
備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 

地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業 

（薬剤師確保対策） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,094 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県、山口県薬剤師会 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・県内の人口あたり薬剤師数は、全国水準を上回っているが、若手薬

剤師が減少するとともに、地域や業態間で偏在が生じている等の

課題がある。 

・35歳未満の若手薬剤師が、平成 10年を 100 としたとき、令和 2年

には 75.4（全国 110.2）となっており、若手薬剤師の確保・育成が

課題となっている。 

 アウトカム指標 医療機関・薬局の 35 歳未満の若手薬剤師数 ： 

 565人（R2.12）→ 増加させる 

事業の内容 ○薬学生を対象に、県内就職増加対策を実施 

 → 薬局・病院体験学習、薬剤師との座談会、就職説明会への  

参加、オンラインを活用した情報発信 

→ 県内の対象病院に就職する薬学生の奨学金の返還を補助 

アウトプット指標 薬局・病院体験学習等参加者：120人 

奨学金返還補助金の認定者：５人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

薬学生と薬剤師の交流促進の支援や奨学金返還補助制度の取組に

より、県内の医療機関・薬局に就職する若手薬剤師の確保を推進。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,094 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

0 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

2,062 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,032 

民 (千円) 

2,062 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,094 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 

医療勤務環境改善支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

212,986千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（一部民間委託）、医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

夜勤や当直、交代制勤務等厳しい勤務環境におかれる医師・看護師の離職防止
や定着促進を図るためには、医師・看護師等の勤務環境の改善が必要。 
また、県独自調査「採用及び退職状況等調査」によると、「出産・育児」を理
由として退職する看護職員が多数存在することから、子育てをしながら看護
職員を続けられる勤務環境の整備が必要。 

 アウトカム指標 人口 10万人当たりの看護職員数 1908.5人(R4)⇒1918.2(R5) 

事業の内容 医療機関における勤務環境の改善の促進を支援する拠点となる「医療勤務
環境改善支援センター」を設置し、関係機関と連携して、勤務環境改善に
取り組む医療機関を支援する。 
また、病院職員（医師、看護師等）確保のため、病院内保育所の設置者に対
し、病院内保育所の運営費等の補助を行い、病院職員の離職防止及び再就
業支援を図る。 
【実施内容】 
○医療勤務環境改善支援センター運営体制整備事業 
・運営協議会を開催し、関連諸団体との連携を確保 
・医療機関が行う勤務環境改善のためのアドバイザー派遣 
・随時相談事業（医療機関からの相談窓口の確保） 

○勤務環境改善研修会事業 
・勤務環境改善についての理解を深める研修会の実施 

○病院内保育所の運営費・施設整備費補助 

アウトプット指標 アドバイザーの訪問（支援）件数： ５件（R5） 
病院内保育所を設置する医療機関数： 60施設（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療勤務環境改善支援センターを周知し、アドバイザー派遣の好事例をモ
デルとして県内波及させるとともに、病院内保育所を設置する医療機関数
を増加・維持することにより、医療機関の勤務環境改善や働きながら子育
てができる環境の整備を行い、以て離職防止や定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

212,986 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

21,755 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

83,380 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

41,690 

民 (千円) 

61,625 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

125,070 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

1,268 

その他（Ｃ） (千円) 

87,916 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 

小児医療対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,164千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（民間業者、山口県医師会等委託）、市町 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

小児科開業医の不足や医師の高齢化等により、地域の初期救急医療

等、医療提供体制が整わなくなっている。小児科医の負担軽減を図

り、小児及び保護者が安心して生活できるよう、小児救急医療体制の

整備に向けた取組が必要。 

 アウトカム指標 小児死亡率の減少 0.11‰（R4）→ 0.10‰（R5） 

事業の内容 小児救急医療体制の確保、充実に向けて、小児救急医療電話相談や

休日・夜間の救急医療体制の整備、体制強化を図るための医療従事

者等を対象とした研修会を実施する。 

【実施内容】 

小児救急医療電話相談の実施、小児救急医療体制確保にかかる経費

の補助、小児救急医療等に係る医師研修等の実施 

アウトプット指標 ・小児救急医療電話相談件数   12,000件（令和５年度） 

・小児救急医療確保対策実施地域数 2地域（令和５年度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

小児救急医療電話相談や救急医療体制の整備等に取り組み、県内全

域の小児救急医療体制の確保、充実を図ることにより、小児死亡率の

減少につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,164 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

1,587 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

11,516 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,758 

民 (千円) 

9,929 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,274 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

8,866 

その他（Ｃ） (千円) 

1,890 

備考  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 

産婦人科・小児科オンライン相談支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,190 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県（民間業者委託） 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

妊産婦・子育て世帯に対し、受診判断や家庭における医療的な対応等

についての悩みや不安を解消するための環境が不足している中、限

りある医療資源を有効活用するため、時間や場所の制約なく、妊産婦

や小児の医療面での悩み等に対応できるオンラインでの相談支援体

制を整備することが必要。 

 アウトカム指標 小児救急医療拠点病院における小児救急外来受診者数 

6,369人（R4）→減らす（R5） 

事業の内容 ＳＮＳの機能（音声通話、動画通話、チャット、画像送信）を活用

したオンライン相談窓口を設置し、医療面での悩み等に対応する。 

アウトプット指標 オンライン相談件数 2,000件（R5） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

オンラインでの相談支援体制を整備し、家庭での医療面の悩み・不

安、疑問を解決することで、医師の負担や重症患者の医療の確保に影

響する小児救急外来受診者数を減少させることにつなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,190 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

87  

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

10,793 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,397 

民 (千円) 

10,706 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,190 

うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

10,706 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  

 

 

 

 

 

 



49 

 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 

献血インフルエンサー育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

600千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・県内の医療従事者の高齢化が進むとともに、若手医療従事者の数が減

少傾向にある中、本県の医療提供体制を維持・継続するためには、若手

医療従事者を確保する取組が必要。 

・そのため、医療関係業務に興味を持ち、進学・就職する高校生を増やす

ことを目的に、医療に必要不可欠な「献血」に焦点を当て、医療関係業

務への理解を進めるとともに医療従事者との交流促進を図り、医療関

係業務への興味関心を喚起することが、医療従事者の確保につながる。 

 アウトカム指標 アウトカム指標：  

医療関係に進学・就職を希望する献血インフルエンサー※： 

62人(R5.3) ⇒ 75人（R6.3） 

※献血インフルエンサー：（県発案の造語）他者の献血行動に良い影響を与え、血液製剤の安定供

給に寄与するボランティア活動を行う高校生 

事業の内容 高校生の「献血行動のきっかけづくりの推進」並びに「医療関係業務に

触れる機会の増加」を目的に、模擬献血体験会を開催し医療関係業務に

興味関心を持つ「献血インフルエンサー」の育成を図る 

アウトプット指標 模擬献血体験会を含む「献血インフルエンサーセミナー」の開催：１回 

新規献血インフルエンサーの認定：50 人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

模擬献血体験会を通じて、「献血や血液製剤」に関わる業務の必要性と魅

力を発信し、献血行動を伴う医療関係従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

600 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

400 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

400 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

200 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

600 

うち受託事業等（再

掲） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考  
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事業の区分 Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 

医師就業環境整備総合対策事業 

（地域医療勤務環境改善体制整備事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,874 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、

下関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県、医療機関 

事業の期間 令和５年４月１日 ～ 令和６年３月 31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

令和元年度に国が実施した「医師の労務管理に関するアンケート」に

よると、回答のあった 98病院中９病院が「時間外労働時間数年間 960

時間」を超えている医師が１人以上いると回答している。 

 アウトカム指標 時間外労働時間数年間 960時間超えの医師がいる病院数： 

 ６病院(R3)→６病院以下を維持する 

事業の内容 医療機関が作成する「勤務医の負担軽減及び処遇の改善に資する計

画」に基づく取組を総合的に実施する事業に対し補助する。 

【補助対象】 

・勤怠管理を行うためのＩＣＴ機器の導入費用 

・休憩室の整備 等 

アウトプット指標 計画作成施設数： １(R2) → ３(R5) 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

計画作成施設数の増加により、長時間労働となっている勤務医の負

担軽減に資する対策を図ることで、医師自身の健康と地域の医療提

供体制を維持する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,874 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

8,624 

基 

金 

国（Ａ） (千円) 

8,624  
都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,313 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,937 

うち受託事業等 

（再掲） 

 (千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

12,937  
備考  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり 
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３．計画に基づき実施する事業（介護分）  
 

事業区分３  ：介護施設等の整備に関する事業 

 事業区分５  ：介護従事者の確保に関する事業 
 
 
 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

地域包括ケアシステム基盤整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

216,684 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

周南地域、山口・防府地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月 31日 

 

背景にある医療・介

護ニーズ 
高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の定員総

数 5,044人（R5.3） 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備等に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

 

整備予定施設等 

 小規模多機能型居宅介護事業所  57 人／月分（3カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所  34 人／月分（2カ所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 65人／月分(1カ所) 

アウトプット指標 
地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

1,559人／月分(79カ所)→1,616人／月（82 カ所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

206人／月分(12カ所)→240人／月（14カ所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所  

1,436人／月分（22カ所）→  1,501人／月（23カ所） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地域密着型サービ

ス施設等の定員総数を増とする。 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

160,254 

(千円) 

106,836 

(千円) 

53,418 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経

費 

(千円) 

56,430 

(千円) 

37,620 

(千円) 

18,810 

(千円) 

0 

③介護保険施設等の整備に必要な定期借

地権設定のための一時金 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

④介護サービスの改善を図る

ための既存施設等の改修 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑤民有地マッチング

事業 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑥介護施設等における新型コロナウ

イルス感染拡大防止対策支援事業 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑦介護職員の宿舎施

設整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

216,684 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

144,456 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

72,228 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

216,684 

その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.2-1（介護分）】 

介護人材確保対策協議会運営事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

400 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人)  

事業の内容 行政や職能団体、事業者団体等からなる「山口県介護人材確保対策協議

会」を設置・運営する。 

アウトプット指標 介護人材確保推進のための課題及び解決策の検討、県計画への反映、関

係機関の連携体制の構築 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

関係機関・団体等で構成される協議会の設置により、介護従事者の確保・

定着に向けた総合的な取組を実施し、介護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 400(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 267(千円) 

基

金 

国（Ａ） 267(千円) 

都道府県（Ｂ） 133(千円) 民 0(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 400(千円) うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.2-2（介護分）】 

介護事業所認証評価制度運営事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

5,290 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人)  

事業の内容 山口県の認証評価制度である「やまぐち働きやすい介護職場宣言」の運

営を行う。 

アウトプット指標 宣言事業所数 ３５事業所 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

認証評価制度の構築等により、介護従事者の確保・定着に向けた総合的

な取組を実施し、介護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,290(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 233(千円) 

基

金 

国（Ａ） 3,526(千円) 

都道府県（Ｂ） 1,764(千円) 民 3,293(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 5,290(千円) うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

3,293(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.3-1（介護分）】 

介護人材確保総合対策事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

17,146 千円  

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 介護の魅力発信に係る各種広報の実施や関係団体が実施する地域住民向

けの介護への理解促進セミナー等への補助、介護入門講座等の開催に向

けた支援を行う。 

＜一部は山口県福祉人材センターへの委託により実施＞ 

アウトプット指標 セミナーの開催１０回／年 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

セミナーや介護入門講座等の開催の支援等により、地域住民の介護や介

護の仕事に対する理解を促進し、介護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 17,146(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 11,431(千円) 

都道府県（Ｂ） 5,715(千円) 民 11,431(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 17,146(千円) 

 

うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

11,431(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職

場体験事業 

事業名 【No.3-2（介護分）】 

介護人材確保総合対策事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

5,307 千円  

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 中高生等を対象とした介護の職場体験、小学生親子を対象とした職場見

学親子バスツアーを実施する。 

＜山口県福祉人材センターへの委託により実施＞ 

アウトプット指標 職場体験及びバスツアーの参加者数５５０名／年 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

職場体験やバスツアーの実施により、児童、生徒、学生、保護者等の介

護や介護の仕事に対する理解を促進し、将来の担い手の育成につなげる

ことで介護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,307(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 3,538(千円) 

都道府県（Ｂ） 1,769(千円) 民 3,538(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 5,307(千円) 

 

うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

3,538(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護事業所でのインターンシップ・職場体験の導入促進 

事業名 【No.3-3（介護分）】 

介護人材確保総合対策事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

2,734 千円  

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 進路選択や就職活動を控えた高校生、大学生等を対象とした介護現場で

のインターンシップを実施する。 

＜山口県福祉人材センターへの委託により実施＞ 

アウトプット指標 インターンシップ参加者数４０名／年 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

介護現場でのインターンシップの実施により、介護や介護の仕事に対す

る理解・関心を高め、介護現場への人材参入を促進し、介護職員の増加

を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,734(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 1,823(千円) 

都道府県（Ｂ） 911(千円) 民 1,823(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,734(千円) 

 

うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

1,823(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.4（介護分）】 

介護人材研修支援事業 

（介護職員初任者研修等支援事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

7,742 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人)  

事業の内容 介護事業所が、所属する初任段階の介護職員（介護関係の資格を有しな

い中途採用者や高校新卒採用者等）を「介護職員初任者研修」及び「生

活援助従事者研修」に受講させるために負担する受講料等を助成する。 

＜県社会福祉協議会へ委託＞ 

アウトプット指標 受講料助成による研修修了者数１３０人 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

研修の実施により、他業種からの再就業・定着等を促進することで、介

護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 7,742(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

基

金 

国（Ａ）  5,161(千円) 

都道府県（Ｂ）  2,581(千円) 民 5,161(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 7,742(千円) 

 

うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

5,161(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び１号特定技能外国人の受入環境整備事業 

（イ 外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業） 

事業名 【No.8（介護分）】 

介護人材確保総合対策事業（外国人介護留学

生奨学金等支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,438 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 介護福祉士の取得を目指し、県内の介護施設等で就労する意欲のある外国

人留学生に対し、学費や居住費を給付する県内介護施設等に対して、その

経費の一部を助成する。 

アウトプット指標 対象人数１４名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

留学生の受入れ、就学、就労等が円滑に行われるよう、外国人介護人材の

確保を推進することにより、高齢化の進展による介護需要の増加などに伴

う介護人材不足の解消を図る。 

事業に要する費用の

額 

金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 6,438(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 4,292(千円) 

都道府県（Ｂ） 2,146(千円) 民 4,292(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 6,438(千円) 
うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

4,292(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

事業名 【No.9（介護分）】 

介護人材確保総合対策事業（外国人介護福祉

士候補者就労支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,540 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 経済連携協定（EPA）に基づく外国人介護福祉士候補者の受入れ施設に対

し、日本語研修及び介護分野の専門学習に係る経費を助成することによ

り、就労・研修体制の充実を図る。 

アウトプット指標 対象人数２０名 

アウトカムとアウト

プットの関連 

外国人介護福祉士候補者の受入れ、就労が円滑に行われるよう、外国人介

護人材の確保を推進することにより、高齢化の進展による介護需要の増加

などに伴う介護人材不足の解消を図る。 

事業に要する費用の

額 

金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 5,540(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 3,693(千円) 

基

金 

国（Ａ） 3,693(千円) 

都道府県（Ｂ） 1,847(千円) 民 0(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 5,540(千円) 
うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

0(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

事業名 【No.10-1（介護分）】 

介護人材確保総合対策事業 

（介護福祉士修学資金等貸付事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

720 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 福祉系高校修学資金貸付事業 

福祉系高校の学生に対して、修学や就職の準備に必要な経費の貸付を

行う。（介護職として３年間継続して従事した場合、返還を免除） 

＜山口県福祉人材センターへの補助により実施＞ 

アウトプット指標 貸付者数３５名 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

若者の介護分野への参入促進、就学、就労等が円滑に行われ、介護人材

の確保を推進することにより、高齢化の進展による介護需要の増加など

に伴う介護人材不足の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 720(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 480(千円) 

都道府県（Ｂ） 240(千円) 民 480(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 720(千円) 
うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

480(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  

 

  



62 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業    

  （イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業） 

事業名 【No.11（介護分）】介護人材研修支援事業 

（①介護職員等医療的ケア研修事業、 

②小規模介護事業所職員研修事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

2,019 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 ①喀痰の吸引等の「医療的ケア」を必要とする高齢者に対し、必要なケ

アをより安全に提供できる介護職員等を養成するために必要な指導者養

成研修を実施する。 

＜県社会福祉協議会（県福祉研修センター）へ委託＞ 

②ＯＪＴによる人材育成が困難な小規模事業者の介護職員等に対する介

護技術の再確認等のための研修やサービス提供責任者研修を実施する。 

＜県社会福祉協議会（県福祉研修センター）へ委託＞ 

アウトプット指標 ①研修修了者６０名／年、②研修参加者２００名／年 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

キャリアアップのための研修の実施や講習の受講支援により、介護職員

の資質向上と介護事業所におけるＯＪＴを推進することで、介護職員の

増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,019(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 1,346(千円) 

都道府県（Ｂ） 673(千円) 民 1,346(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,019(千円) 
うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

1,346(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  

  



63 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（ハ 介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護支援専門員養成事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

13,711 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県、県介護支援専門員協会、県社会福祉協議会 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人)  

事業の内容 〇介護支援専門員研修（法定研修）の実施 

＜県介護支援専門員協会へ委託＞ 

＜県社会福祉協議会（県福祉研修センター）へ補助＞ 

○福祉用具・住宅改修知識向上研修＜県社会福祉協議会へ委託＞ 

アウトプット指標 各種研修の実施による介護支援専門員の資質向上 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

介護保険制度において、高齢者の尊厳を保持し、自立支援に資するサー

ビス提供を行うためのケアプラン作成業務を担う介護支援専門員を対象

とした研修の実施により介護支援専門員の養成・資質向上と増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 13,711(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 9,141(千円) 

都道府県（Ｂ） 4,570(千円) 民 9,141(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 13,711(千円) 
うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

9,141(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.13（介護分）】介護人材研修支援事業 

（働きやすい介護職場づくり支援事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

13,166 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 介護事業所 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 介護職員のキャリア形成に取り組む介護事業所を対象として、事業所の

職員の研修期間における、代替職員の雇用に係る経費の 1/2を補助す

る。 

＜介護事業所へ補助＞ 

アウトプット指標 雇用経費補助による研修代替職員数４９名 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

代替職員の雇用による研修機会の確保により、介護職員の資質向上と定

着を促進し、介護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 13,166(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 8,777(千円) 

基

金 

国（Ａ） 8,777(千円) 

都道府県（Ｂ） 4,389(千円) 民 0(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 13,166(千円) うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

0(千円)  

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.15（介護分）】 

認知症施策総合推進事業（人材育成） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

9,224 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 ①医療従事者向け認知症対応力向上研修 

＜県医師会、県歯科医師会等関係団体に委託＞ 

②認知症介護従事者関係研修 

＜認知症介護研究・研修仙台センター、県社会福祉協議会等へ委託＞ 

① 認知症に携わる医療・介護人材の連携推進事業 

 ＜認知症施策連携推進のための研修会の開催＞ 

② 地域づくりサポート事業 

 ＜チームオレンジ・コーディネーター養成研修会の開催＞ 

アウトプット指標 ① 医療従事者向け認知症対応力向上研修修了者数 

かかりつけ医１００名（１年間）、認知症サポート医２０名（１年間）、

歯科医師３０名（１年間）、薬剤師・看護職員２００名（１年間） 

②認知症介護従事者関係研修修了者数 

 認知症対応型サービス事業開設者等：１４０名（１年間） 

③認知症施策連携推進のための研修参加者：５０名 

④チームオレンジ・コーディネーター養成研修参加者数：３０名 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

研修の実施により、認知症ケアに必要な知識や技術等を習得させ、認知

症ケアに携わる人材の育成を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 9,224(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,183(千円) 

基

金 

国（Ａ） 6,149(千円) 

都道府県（Ｂ） 3,075(千円) 民 4,966(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 9,224(千円) うち受託事業等   

（再掲）（注２） 
4,966 千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.16（介護分）】 

地域包括ケアシステム推進強化事業 

（医療介護連携人材確保事業） 

 

【総事業費（計画期間の総額）】 

 2,483 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 医療・介護連携を推進する介護職員等のスキルアップ・調整能力の向上

を目的とした研修・出前講座の実施。 

 

アウトプット指標 研修等参加人数４６５人 

 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

医療・介護連携の推進に資する人材の育成・資質向上等を通じて、介護

職員等の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,483(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 55(千円) 

基

金 

国（Ａ） 1,655(千円) 

都道府県（Ｂ） 828(千円) 民 1,600(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,483(千円) うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

1,600(千円)  その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

（イ 認知症高齢者等権利擁護人材育成事業） 

事業名 【No.17（介護分）】 

共生のまちづくり推進事業 

（権利擁護体制の推進） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

600 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 関係機関で構成する「山口県成年後見制度利用促進協議会」を設置する

とともに、市町等関係職員への研修を行うことにより中核機関の機能強

化を図り、成年後見制度の利用を促進する。 

アウトプット指標 権利擁護人材確保推進のための取組の検討、関係機関の連携体制の構築 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

関係機関等で構成される協議会の設置や、連携体制の構築により、権利

擁護活動を安定的、適正に実施するための人材の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 600(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 400(千円) 

基

金 

国（Ａ） 400(千円) 

都道府県（Ｂ） 200(千円) 民 0(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 600(千円) うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

0(千円)  

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化／勤務環境改善支援 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー・メンター制度等導入支援事業 

事業名 【No.18-1（介護分）】 

介護人材研修支援事業（地域包括ケアシス

テム推進強化事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

3,800 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 新人職員に対する定着支援のためのエルダー、メンター制度などを整備

しようとする意欲のある介護事業者に対し、制度構築の促進に向けたセ

ミナーを開催する。＜介護労働安定センター支部へ委託＞ 

アウトプット指標 研修参加者数：１６０名程度 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

研修の実施により、新人職員育成制度の構築が進むことで、早期離職防

止による介護職員の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3,800(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 2,533(千円) 

都道府県（Ｂ） 1,267(千円) 民 2,533(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 3,800(千円) うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

2,533(千円)  

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化／勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.18-2（介護分）】 

介護人材研修支援事業（地域包括ケアシス

テム推進強化事業） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,100 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

岩国地域、柳井地域、周南地域、山口・防府地域、宇部・小野田地域、下

関地域、長門地域、萩地域 

事業の実施主体 山口県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

背景にある 

医療・介護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

(令和３年度～令和５年度における介護職員確保２,１３５人) 

事業の内容 管理者・介護職員に対し、労働関係法規、人事制度・賃金体系などの雇

用管理改善の促進に向けたセミナーを開催する。 

＜介護労働安定センター支部へ委託＞ 

アウトプット指標 研修参加者数：１６０名程度 

アウトカムと 

アウトプットの関連 

研修の実施により、雇用管理改善の取組が進むことで、定着促進による

介護職員の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金 

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1,100(千円) 基金充当

額（国

費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

基

金 

国（Ａ） 734(千円) 

都道府県（Ｂ） 366(千円) 民 734(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 1,100(千円) うち受託事業等   

（再掲）（注２） 

734(千円)  

その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３）  

 

 


